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① 気候変動シナリオと影響（IPCC第６次評価報告書のポイント）

○気候変動の予測については、2021年８月以降、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書（AR6）が順
次公表されている。

○その中で、向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世紀中に地
球温暖化は1.5℃及び2℃を超える、などとされているところ。

【温暖化の要因】

人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖

化させてきたことには疑う余地がない。

（地球温暖化に対する人間の影響につい

て、初めて不確実性の表現が外れた）

■1850～1900年を基準とした
世界平均気温の変化

※SSP1-2.6 及びSSP3-7.0 については、可能性が非常に高い範囲を示す。

■シナリオごとのCO2の
将来の年間排出量

WG1 図 SPM.4
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【予測結果】

向こう数十年の間に二酸化炭素及びそ

の他の温室効果ガスの排出が大幅に減

少しない限り、21 世紀中に地球温暖化

は1.5℃及び2℃を超える。

出典：気象庁ウェブサイト AR6 参考資料（IPCCの概要や報告書で使用される表現等について） 及び IPCC AR6 WG1報告書 SPM 暫定訳（文部科学省及び気象庁）を基に国土交通省作成

（気温や平均海面水位、降水量等の自然科学的根拠（第1作業部会（WG1））の内容を整理）

WG1 図 SPM.8
※SSP1-2.6: 持続可能な発展の下で、工業化前との比で気温上昇を2℃未満に抑える政策を導入するシナリオ

（パリ協定の2℃目標に最も近いシナリオ）

＜AR6で使用されている主なシナリオ＞

AR5では、温室効果ガスが将来安定化する大気中濃度のレベル
とそこに至るまでの経路を仮定した代表的濃度経路（RCP：
Representative Concentration Pathways）シナリオとして、
RCP2.6,RCP4.5,RCP6.0,RCP8.5 が用いられている。

AR6 では、将来の社会経済の発展の傾向を仮定した共有社会
経済経路（SSP：Shared Socioeconomic Pathways ）シナリオと

放射強制力を組み合わせたシナリオが使用されている。これらは
SSPx-y と表記され、x は5 種のSSP（1：持続可能、2：中道、3：地
域対立、4：格差、5：化石燃料依存）、y はRCP シナリオと同様に
2100 年頃のおおよその放射強制力（単位はW/m2 ）を表す。

シナリオ シナリオの概要 近いRCPシナリオ

SSP1-1.9
持続可能な発展の下で、工業化前を基準とする21世紀末までの昇温（中央値）を概
ね（わずかに超えることはあるものの）約1.5℃以下に抑える気候政策を導入。21世
紀半ばにCO2排出正味ゼロの見込み。

該当なし

SSP1-2.6 持続可能な発展の下で、工業化前を基準とする昇温（中央値）を2℃未満に抑える
気候政策を導入。21世紀後半にCO2排出正味ゼロの見込み。

RCP2.6

SSP2-4.5
中道的な発展の下で気候政策を導入。2030年までの各国の「自国決定貢献（NDC）」
を集計した排出量の上限にほぼ位置する。工業化前を基準とする21世紀末までの
昇温は約2.7℃（最良推定値）。

RCP4.5（2050年までは
RCP6.0にも近い）

SSP3-7.0 地域対立的な発展の下で気候政策を導入しない中～高位参照シナリオ。エーロゾ
ルなどCO2以外の排出が多い。

RCP6.0とRCP8.5の間

SSP5-8.5 化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しない高位参照シナリオ。 RCP8.5
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① 気候変動シナリオと影響（IPCC第６次評価報告書のポイント）

○AR6において、温暖化に伴う平均海面水位の上昇や陸域の大雨の頻度・強度の増加についても予測が示されている。

■1900年を基準とした世界平均海面水位の変化

SSP5-8.5 の下での、氷床不安定化プロセスを含む、
可能性が低くとも影響が大きいストーリーライン

WG1 図 SPM.8
※SSP1-2.6 及びSSP3-7.0 については、可能性が非常に高い範囲を示す。

■基準期間（1850～1900年）で10年に1回発生するような
陸域における日降水量の頻度と強度の増加

WG1 図 SPM.6

【予測結果】

世界平均海面水位が 21 世紀の間、上昇し続けることは

ほぼ確実である。

【予測結果】

地球温暖化が0.5℃進行するごとに、大雨の強度と

頻度に明らかに識別できる増加を引き起こす。

出典：IPCC AR6 WG1報告書 SPM 暫定訳（文部科学省及び気象庁）を基に国土交通省作成

（気温や平均海面水位、降水量等の自然科学的根拠（第1作業部会（WG1））の内容を整理）
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➁ 金融・保険業界に対する水害の回避・被害軽減のための情報提供
「火災保険水災料率に関する有識者懇談会」報告書の概要

（令和4年3月31日 金融庁公表）より
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「火災保険水災料率に関する有識者懇談会」報告書の概要
（令和4年3月31日 金融庁公表）より

火災保険水災料率に関する有識者懇談会 報告書 概要②（意見取りまとめ結果）

■ 細分化を行う上での基礎データとして、例えば、外水氾濫の
評価に「洪水浸水想定区域図（洪水ハザードマップ）」を用い
ることは、情報の網羅性・客観性があり、消費者の理解も得ら
れやすいと考えられる

■ 国土交通省において、浸水頻度ごとの浸水範囲を示す水害リ
スクマップ（※）の作成を進めるなど、水災リスク情報の充実
を図っている。今後の水災料率の見直しの際には、こうしたリ
スク情報の変化を的確に反映することが期待される

※外水氾濫を対象とした水害リスクマップのほかに、内水氾濫も考慮した
水害リスクマップの作成を進めている

細分化に用いる基礎データ

■ 細分化によるリスクアナウンスメント効果の実効性を高め
る観点から、損害保険会社においては、最新のリスク情報
の収集に努め、引き続き水災リスクをはじめとする各種リ
スク情報の提供等に努める必要

■ 水災料率細分化実施後の保険募集等に際しては、細分化の
考え方や料率適用の状況等について、顧客に対して丁寧な
説明を行うことが期待される

保険会社に期待される取組み

■ 細分化における地域区分については、なるべく「洪水浸水想定
区域図（洪水ハザードマップ）」のリスク評価に応じた区分と
した方が、消費者の納得感は得られやすいと考えられる

■ 他方、消費者に可能な限り安く保険を提供すべきとの観点から
は、地域区分を細かくし過ぎると、システムコスト等の上昇に
より保険料が上昇することが懸念される

■ 地域区分の設定にあたっては、これらの点を勘案して、消費者
の利益に資するものとなるよう留意する必要（※）

細分化における地域区分

Ⅳ．水災料率細分化の方向性・留意点
■ 火災保険における水災料率細分化の導入には、次のとおり社会全体として水災に対する経済的な備えを高めていく効果が期待
されるなどの意義が認められ、社会にとって望ましい方向性。

・保険料の多寡により顧客がリスクの大小を認識することで高リスク契約者のリスク認識を向上させる効果（リスクアナウンス
メント効果）

・保険料負担の公平性の向上により、低リスク契約者の水災補償離れを抑制するなどの効果

■ 細分化を進めるにあたっての留意点は下記のとおり。

■ リスクアナウンスメント効果の観点からは、リスクの差を
よりきめ細かく料率較差として反映した方が良いという考
え方もある

■ 一方、水災リスク情報におけるリスク較差をそのまま反映
させると、高リスク地域に居住する顧客が保険に加入でき
なくなり、水災への備えが不足することが懸念される

■ 高リスク契約者の保険の購入可能性にも配慮した料率体系
とすることが適当と考えられる

細分化における料率較差

※上記の点等を踏まえると、損害保険会社が自社の料率算出の参考に用いる参考純率については、まずは市区町村等の行政区分を地域区分に活用すること
が考えられるが、その場合であっても損害保険会社が独自により細分化した地域区分を設定することは可能であり、自社の経営戦略の中で創意工夫によ
り細分化を実施することも考えられる。

➁ 金融・保険業界に対する水害の回避・被害軽減のための情報提供



③ 「田んぼダム」に関する取り組み（「田んぼダム」の手引き作成）
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〇 「田んぼダム」の取組を始める際には、「田んぼダム」の効果、農作物の収量や品質への影響、取組に必要な労力などの情
報を農業者、地域住民、行政機関、土地改良区等の農業関係機関、防災関係機関等の全ての関係者で共有することが重要。

〇 その上で、関係者間で相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるといった過程を経ることにより、関係者相互の理
解を深め、繋がりを強め、地域全体の協働による継続的な取組を実現することが可能。

〇 本手引きは、「田んぼダム」の取組を導入し、継続的に実施する上で、地域における話し合いの基礎となる情報や基本的な
考え方をとりまとめ、「田んぼダム」の取組に携わる全ての関係者の参考となることを目的として策定。

○ また、策定に当たっては「田んぼダム」に係る学識経験者、実務経験者、研究機関からなる「水田の持つ雨水貯留機能の活
用に向けた検討会（国土交通省はオブザーバーとして参加）」における議論・意見を踏まえ、農林水産省がとりまとめた。

水田の持つ雨水貯留機能の活用に向けた検討会

＜検討会委員 (五十音順) ＞

桐 博英 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究部門 水利工学研究領域長

斎藤 貴視 北海道岩見沢市農政部 農業基盤整備課長

椿 一雅 一般社団法人農村振興センターみつけ 事務局長

中村 公人 国立大学法人京都大学大学院 農学研究科地域環境科学専攻 教授

吉川 夏樹 国立大学法人新潟大学大学院 自然科学研究科環境科学専攻 教授

渡邉 紹裕 国立大学法人熊本大学 くまもと水循環・減災研究教育センター 特任教授

＜オブザーバー (五十音順) ＞

朝田 将 国土交通省水管理・国土保全局河川計画課 河川計画調整室長

大沼 克弘 国立研究開発法人土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター 上席研究員

竹下 哲也 国土交通省国土技術政策総合研究所 河川研究部 水循環研究室長

＜検討経緯 ＞

第1回検討会：令和3年9月28日、第2回検討会：令和3年12月23日、第3回検討会：令和4年2月14日、第4回検討会：令和4年3月28日



③ 「田んぼダム」に関する取り組み_河川砂防技術研究開発公募
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◆公募課題
「流出抑制対策の治水効果を推定できる流出解析・洪水流解析
技術に関する研究開発」
◆背景

流域治水の取組では、あらゆる関係者が協働し様々な流出抑制対策（沿川
の保水・遊水機能を有する土地の保全、雨水貯留浸透施設、水田・ため池
の治水利用等）が進められる。
一方で、これら流出抑制対策は小規模なものが多く、河川やダムのように
貯水容量や本川ピーク流量減少だけに着目すると、流出抑制効果が十分に
評価されない懸念がある。また、水田・ため池は本来の利用目的もあり、
治水への活用における管理者側の理解を得て普及促進を図っていく必要が
ある。
流出抑制対策に適した治水効果の定量的な評価を行い、結果を関係者と共
有することで、流域治水への関係者の参画を促進し、流出抑制効果を踏ま
えた河川整備計画の検討につながることが期待される。
このため、流出抑制対策の貯留浸透効果や、河川水位の上昇抑制効果が発
揮される区間を精度良く推定できる流出解析・洪水流解析技術が求められ
るが、例えば、流出解析モデルについては
・降雨の時空間分布や外力規模が変化した場合に同じパラメータで精度
良く流出量を推定できない 場合があること

・流出抑制対策の規模・立地（河川からの距離）の違いに対応できる計
算格子の設定方法や、同対策の運用ルール・湛水状況をモデル上に反映

する方法に関する技術的知見が不十分であることといった課題がある。
本公募は、流出抑制対策の治水効果を推定できる流出解析・洪水流解析技
術に関する技術研究開発を行うことで、流出抑制対策における治水効果の
定量化並びに流出抑制対策（土地・施設群）の最適配置・最適運用を可能
とし、もって、河川整備計画において流出抑制対策と整合した治水対策の
立案することを目的としており、得られた成果は河川砂防技術基準関連の
技術資料に反映することを想定している

１．河川技術・流域管理分野
課題

指定型

◆技術研究開発の内容

一級又は二級河川（応募者が指定）の外水に効果のある流
出抑制対策（複数の土地・施設群）を対象。
※流出抑制対策の例：沿川の保水・遊水機能を有する土

地の保全、雨水貯留浸透施設、水田・ため池の治水利用
等（検討にあたっては接続する水路も含む）。ダムを除く。

降雨外力は、中頻度～低頻度事象（数十年に１回～基本高
水の規模）の範囲で複数の規模を対象とすること。

流出解析モデルは降雨の時空間分布を考慮できる分布型
モデルを用いること。

◆検討プロセス例

降雨の時空間分布
（レーダー雨量、将来・過去実験降雨量データ等）

流出抑制対策（土地・施設群）の貯留浸透効果を
精度よく推定できる

流出解析・洪水流解析モデルの開発

流出抑制対策に適した治水効果の見える化
（河川水位の上昇抑制の時間帯、区間の見える化）

数値解析結果の精度検証のための現地の実証実験
との比較

目標
「整備計画作成の手引き（仮称）」

「河川砂防技術基準」に反映

本
公
募
研
究
で
想
定
す
る
検
討
プ
ロ
セ
ス

流出抑制対策（土地・施設群）の最適配置又は最適
運用に関する検討

令和4～5年の取組



④ 学校施設の水害対策 検討の全体像
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協力者会議での検討も踏まえ、中間報告※

協力者会議での検討も踏まえ、最終報告※

学校施設の水害対策検討部会 調査の実施等 国土交通省の動き

Ｒ４．４

Ｒ５．３

・文部科学省では、浸水想定区域に立地し、要配慮者利用施設に位置付けられた公立学校数や、水害対策の実施状況について把握
・設置者が水害対策を実施する際の参考となるよう、対策事例集を作成し周知
・今後、設置者による学校施設の水害対策を促進するため、水災害リスク（発生規模や頻度等）を踏まえた対策を検討する際の
参考となるよう、取組の方向性や留意事項を示す必要がある

浸水想定区域に立地する学校において、立地場所による水災害リスクを踏まえた対策が進み、
児童生徒等の安全の確保、学校教育活動の早期再開を実現

○学校施設における水災害の被害
状況を整理

○水災害リスク情報の把握方法、施設・設備面
の対策方法を検討

○水災害リスク情報の把握手法につ
いて、いくつかの自治体を対象に、
フィージビリティスタディを実施

○水害対策の取組の方向性、水災害リスク情報
の把握方法、施設・設備面の対策方法の骨子
を検討

○洪水浸水想定区域の指定対象
を拡大
（指定対象河川の目標数）
現在 ：約2,000河川
令和７年度：約17,000河川

○高潮浸水想定区域の指定対象
を拡大
（指定対象の目標数）
現在：12沿岸
令和７年度：71沿岸

○雨水出水浸水想定区域の指定
対象を拡大
（最大クラスの雨水に対応した浸水
想定区域図を作成した団体の目標数）
令和元年度：15団体
令和７年度：約800団体

○水害リスクマップの整備
想定最大規模に加えて、より頻度の
高い降雨による浸水範囲を頻度毎に
示した水害リスクマップを新たに整備
（令和４年度中の取組）
・109の一級水系の外水氾濫
・特定都市河川等の地区の内水氾濫

○検討事項に係る現地調査

ତ
૟
औ
ो
ॊ
ॹ
␗
ॱ
भ
ણ
৷

※土砂災害対策の留意事項も含む

水害対策の実施
手順の明確化



④ 学校施設の水害対策 検討イメージ

8

取組の方向性の整理 水災害リスク情報の把握 施設・設備面の
対策方法の検討

○緊急時避難への対応

児童生徒等の円滑な避難のために
、ソフト・ハード面において必要な対
策、連携のあり方は何か。

特に、幼稚園、特別支援学校のよ
うに、避難時に配慮を要する児童生
徒等がいる場合に、考えておくべきこ
とはあるか。

○施設被害の低減

学校教育活動の早期再開の観点
から、施設・設備の被害を低減する
方策は何か。

○対策技術の整理

建築計画、設備、構造の観点から施設
・設備の対策として、どのようなことが考
えられるか。

○維持管理方法の整理

水害の危険が迫った場合の応急措置
として、どのようなことが考えられるか。

○学校設置者における対策計画策定の
ための検討フローの整理

水災害リスクに応じて、どのように対策
方法を選定すればよいか。

○流域治水の観点から貯留施設として
利用する場合の留意点の整理

流域治水の観点で、学校が地域を守
ることに貢献する場合、留意すべきこと
は何か。

脆弱性
（要素）

・人的被害（避難に配慮を
有する者の有無など）

・社会的損失（教育活動の
長期中断、避難所利用の
断念など）

・経済的損失（復旧費用な
ど）

ハザード情報
（要素）
・浸水範囲
・浸水深
・浸水継続時間
・年超過確率

（発生頻度）
など

×

○リスク情報の把握

学校設置者は、どのようなハザード情報を収集する必要
があるか。

収集したハザード情報をもとに、学校設置者が可能な範
囲で、どのようにリスクを把握するか。

＜水害に対するリスク把握の観点の例＞

○水災害対策実施の目的

学校施設の水害対策に取り組む
必要性は何か。



⑤ 特定都市河川の指定について（大和川、江の川、本川）

○ 令和３年１１月１日に施行された改正特定都市河川浸水被害対策法に基づき、令和３年１２月２４日に、大和川水系大和川等
において、同法の改正後に全国初となる特定都市河川を指定。

○ また、令和４年３月２８日には、江の川水系江の川等及び本川水系本川の特定都市河川指定に向けた関係者への事前意見
聴取を開始。

（令和3年12月21日 大和川に係るプレスリリース） （令和4年3月28日 江の川に係るプレスリリース）
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（令和4年3月28日 本川に係るプレスリリース）



⑤ 特定都市河川の指定について（大和川の特定都市河川への指定）
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大和川水系流域図
大和川

特定都市河川指定

亀の瀬(狭窄部)

河川区間：大和川水系大和川他 計18河川
流域面積：712㎞2（流域内の市町村数 25）

大和川流域総合治水対策の推進（S60～）
○河川改修や水路改修等の推進

○奈良県平成緊急内水対策事業に着手（H30.5～）
喫緊の課題である内水浸水被害の解消に向け、市町村と連携し、対策に必要な貯留
施設を整備

特定都市河川 R3.12.24指定

特定都市河川に指定し、法的枠組みのもとで「流域治水」を強力に推進
～流域治水関連法の施行後、全国初の指定～

○河川整備の加速化
流域水害対策計画に基づく河道掘
削や遊水地等の整備を加速化

ハード整備の加速化 流域における
貯留・浸透機能の向上

水害リスクを踏まえた
土地利用

髙田土木事務所駐車場
地下貯留施設

（大和高田市栄町）

ため池治水利用
（天理市庵治町）

○貯留施設の整備
流域で雨水を貯留・浸透させ、水害
リスクを減らすため、公共や民間企業
等による雨水貯留浸透施設の整備
を促進

○ため池の治水利用
既存ため池を治水に活用するための
放流口の改修等を促進

補助率の嵩上げ（補助率1/3⇒1/2）
固定資産税を1/6～1/2 に軽減

公共・民間による対策への補助金、
税制優遇等の制度を活用

市街化編入抑制区域※の指定状況

○浸水被害防止区域の指定
○貯留機能保全区域の指定
条例で指定する『市街化編入
抑制区域』等を中心に区域の指
定を検討

その土地で農業等を営む方の住宅の建築
⇒床面高さや構造安全の確保が必要となる
農地における食料品店や診療所の建築
⇒原則、開発禁止となる※

※R4.4.1改正都市計画法施行後
雨水貯留浸透施設整備に対する主な支援

＜浸水被害防止区域の指定による
規制の例＞

大阪府

奈良県

大和川流域総合治水対策協議会（R3.7.19開催）
流域自治体より特定都市河川の指定を要望

○大和川流域における総合治水の推進に関する条例(奈良県)の施（H30.4.1～）
流域における新たな課題の解決に向けた取組の強化
総合治水の取組を体系的に実施

：特定都市河川（国管理区間）
：特定都市河川（県管理区間）
：特定都市河川流域
：行政界

なお、計画対象降雨以外の想定し得るあらゆる洪水が発生することも可能な限り想定し、氾濫の被害をできるだけ抑
制する対策等を検討するとともに、より多くの流域の関係者と協力して効果的な対策の促進に努めることとしている。

大和川水系大和川等の特定都市河
川指定資料（記者発表)に一部追記



⑥ 基本方針改定後の整備計画策定について（新宮川水系熊野川）

○ 令和３年１２月１５日に新宮川水系河川整備基本方針を変更し、新宮川水系（熊野川）河川整備計画を令和４年３月３１日に
策定・公表。
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既存ダム等の洪水調節機能強化のため、効果の定量的評価も踏まえ、より効果的なダム運用に変更するとともに、
ダム施設改良等による機能向上の検討等、施設管理者と緊密に連携し実施することを河川整備計画に位置づけ。

洪水調節施設等による
調節流量１,000m3/s
残りの河道配分流量
１,000m3/s 

流 量

時間軸

相賀地点

平成23年9月洪水に相当する流量が
発生した場合でも堤防からの越水を防止

現在
（策定時） 30年後 河川整備基本方針

河道配分
流量

河道配分
流量

河道配分
流量

平成23年9月洪水と同程度である
24,000m3/sの流量に対しても
できるだけ水位を低下

河川整備計画再度災害防止対策

洪水調節施設等
による調節流量

19,000m3/s

22,000m3/s

想定される最大規模

河
道
整
備
の
目
標
流
量

24,000m3/s
・雨水貯留施設
・高台整備 他

： 計画

： 河道整備実施のイメージ

凡 例

： 流域のあらゆる関係者による
総合的・多層的な取り組み

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量

流
域
治
水

・ダムの事前放流

23,000m3/s

24,000m3/s

施設能力を超える洪水に対しても、氾濫による被害を軽減

（R4.3.31 策定済） （R3.12.15 変更済）

新宮川水系（熊野川）河川整備計画を
策定資料（記者発表）に一部追記



⑥ 基本方針改定後の整備計画策定について（球磨川水系）

○ 令和３年１２月１７日に球磨川水系河川整備基本方針を変更し、球磨川水系河川整備計画（原案）を公表し、パブリック
コメントの手続き中。
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流量

河道配分
流量

洪水調節施設等による
調節流量

現況の河川管理施設能力

河川整備基本方針
基本方針に沿った具体的な対策を河川整備計画で位置づけ

（あらゆる洪水に対し総合的・多層的に実施）

気候変動を踏まえた
河川の整備の基本と
なる洪水の規模
人吉 1/８０

想定される最大規模
（Ｌ２）

段階的かつ着実な
河川整備

追加する
対策

流域治水プ
ロジェクト

で位置づけ
た対策

整
備
計
画

で
対
応

河道配分
流量

洪水調節施設
による
調節流量

河川整備計画の目標
概ね３０年で実施

基本方針対応に必要となる対策
【本河川整備計画のメニュー実施後にさらに必要となる対策】

整
備
計
画
の
目
標
流
量

＋

3,900m3/s

3,700m3/s

第3回球磨川水系学識者懇談会
資料に一部追記

河道配分
流量

洪水調節施
設による
調節流量

河川整備基本方針の目標

基
本
方
針
の
目
標
流
量

4,000m3/s

4,200m3/s

施設能力を超える洪水に対しても、氾濫による被害を一定程度軽減※

※浸水エリアの縮小、氾濫発生
までの避難時間の確保など

雨水貯留、雨水浸透施設整備、農業水利施設（田んぼダム）の整備、利水ダムの事前放
流等の実施、高台への居住誘導、土地利用規制・誘導、二線堤、自然堤防の保全 等
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⑦ 今後の河川整備基本方針変更の動きについて（十勝川水系）

○ 十勝川水系の河川整備基本方針について令和４年度の変更に向けた各種検討を実施中。

流域の概要 現行の河川整備基本方針

＜十勝川流域図＞

流域中流域に位置する帯広市は、北海道東部の社会・経済活動の
拠点となっている。流域の形状が扇状で、急流河川の音更川などが
帯広市街地で合流する。

・流域面積(集水面積)：9,010km2

・幹川流路延長：156km
・流域内市町村人口：約32万人
・想定氾濫区域面積：617.8km2

・想定氾濫区域内人口：約15.8万人
・主な市町村：帯広市、音更町等（1市14町2村）

＜計画の概要＞

＜計画高水の概要＞

【計画諸元】
基準地点 ：帯広、茂岩
計画規模 ：1/150
計画降雨量：245.7mm/3日（帯広）、214.8mm/3日（茂岩）
基本高水のピーク流量：

6,800m3/s（帯広）、15,200m3/s（茂岩）
計画高水流量：6,100m3/s（帯広）、13,700m3/s（茂岩）

＜流域及び氾濫域の諸元＞

＜凡例＞
単位：m3/s ■：基準地点
（）：基本高水流量 ●：主要地点



⑦ 今後の河川整備基本方針変更の動きについて（阿武隈川水系）

○ 阿武隈川水系の河川整備基本方針について令和４年度の変更に向けた各種検討を実施中。

流域の概要 現行の河川整備基本方針

大小の狭窄部
が盆地を挟ん
で交互に連な
っており、盆地
と狭窄部を貫く
ように流下し、
盆地には福島
市や郡山市な
どの市街地が
形成され、資
産が集中して
いる。

＜阿武隈川流域図＞

・流域面積（集水面積）：5,400km2

・幹川流路延長：239km
・流域内人口：約135万人
・想定氾濫区域面積：618.5km2

・想定氾濫区域内人口：約49.8万人
・想定氾濫区域内資産額：約9兆4452億円
・主な市町村：岩沼市、角田市、福島市、伊達市、二本松市、

本宮市、郡山市、須賀川市、白河市等

＜計画の概要＞

＜計画高水の概要＞

【計画諸元】
基準地点 ：福島、岩沼
計画規模 ：1/150
計画降雨量：256.5mm/2日（福島）、251.6mm/2日（岩沼）
基本高水のピーク流量：

7,000m3/s（福島）、10,700m3/s（岩沼）
計画高水流量：5,800m3/s（福島）、9,200m3/s（岩沼）

太

（ ） （ ） 洋7,000

平

1,800

5,800 7,100 9,200→ → →

白石川

↓ 岩

沼

■

↑

広瀬川

●

丸

森

→

1,200

2,100

10,700

荒川

↓

摺上川

↓福

島

■

8001,700

移川

釈迦堂川

社川 大滝根川

↓

↑ ↑

五百川

↓

↑

7007001,300

2,400

●

須

賀

川

1,200

＜凡例＞
単位：m3/s ■：基準地点
（）：基本高水流量 ●：主要地点

＜流域及び氾濫域の諸元＞
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